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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【人件費】
　前年度より1.2ポイント低下しているが、県内、全国及び類似団体平均をいずれも上回っている。人口1人当たりの決算額を類似団体平均
と比較すると職員給が約1.1倍となっているほか、人口1,000人当たりの職員数では0.38人上回っている（本市8.27人、類似団体平均7.89
人）。人件費については、平成18年9月策定の「定員適正化計画」により、新規採用者数を定年退職者の五分の一とする（平成28年4月1日
には、職員数を市民1,000人に対し7人とする考え方）こととし削減を進めている。また、一部事務組合（本市は常備消防、し尿処理、ごみ処
理等へ加入）の人件費へ充てられる負担金を人口1人当たり決算額で類似団体平均と比較すると約3.0倍となっていることなどから、一部事
務組合も含めた人件費関係経費全体に係る削減が必要である。
【物件費】
　前年度同数値であるが、県内、全国及び類似団体平均をいずれも下回っている。今後も内部管理経費の見直し等を推進し更なる削減に
努める。
【扶助費】
　前年度より0.3ポイント上昇しており、県内及び類似団体平均を上回っている。前年度比増の主な要因は生活保護費の増額、法人保育所
運営費負担金の増額等である。今後も高齢化の進行、長引く景気低迷などの影響により社会保障関係費の増加が懸念される。
【公債費】
　前年度より1.1ポイント低下し、県内、全国及び類似団体平均を下回っている。今後も中長期的な平準化や計画的な借入れに努め、また、
償還時に交付税算入される有利な起債の活用を図るなど、後年度負担を考慮し財政の健全化を図る。
【補助費等】
　前年度より0.4ポイント低下しているが、県内、全国及び類似団体平均を大きく上回っている。類似団体平均との比較では5.7ポイント上
回っており、主な要因は一部事務組合（本市は常備消防、し尿処理、ごみ処理等へ加入）への負担金である。この負担金の内訳を人口1人
当たりの決算額で類似団体平均と比較すると、人件費へ充てられているものが約3.0倍、公債費へ充てられているものが約2.2倍である。今
後は一部事務組合で行う事務事業の見直し、一部事務組合のあり方全体の検討を提案していく必要がある。
【その他】
　前年度より0.5ポイント上昇しており、県内、全国及び類似団体平均をいずれも上回っている。類似団体平均との比較では1.3ポイント上
回っており、主な要因は特別会計への繰出金である。この中でも高齢化の進行を背景とした後期高齢者医療、介護保険事業に係る特別会
計への繰出金が伸びており、繰出金抑制の対策として介護予防事業や健康づくり事業等を推進する必要がある。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 4,726,947 76,966 74,804 2.9
賃金（物件費） 406,510 6,619 3,541 86.9
一部事務組合負担金（補助費等） 1,174,316 19,121 6,281 204.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 822 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 4 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 262,396 4,272 3,187 34.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 34,081 555 1,497 ▲ 62.9
▲退職金 ▲ 567,764 ▲ 9,245 ▲ 8,986 2.9
合計 6,036,486 98,288 81,150 21.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.27 7.89 0.38
ラスパイレス指数 95.4 97.6 ▲ 2.2

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

2,941,525 47,895 44,121 8.6

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 33 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 498,290 8,113 13,043 ▲ 37.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

559,358 9,108 4,155 119.2

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

82,402 1,342 1,824 ▲ 26.4

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 30 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 2,049,738 ▲ 33,375 ▲ 36,222 ▲ 7.9

合計 2,031,837 33,083 26,984 22.6
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 秋田県 能代市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

3,367,746 52,633 - 59,039 - -

うち単独分 1,458,803 22,799 - 34,986 - -

1,598,816 25,259 ▲ 52.0 52,453 ▲ 11.2 ▲ 40.8

うち単独分 901,935 14,249 ▲ 37.5 30,509 ▲ 12.8 ▲ 24.7

2,071,233 33,217 31.5 48,408 ▲ 7.7 39.2

うち単独分 1,300,224 20,852 46.3 26,937 ▲ 11.7 58.0

1,714,844 27,922 ▲ 15.9 49,774 2.8 ▲ 18.7

うち単独分 1,076,391 17,526 ▲ 16.0 26,739 ▲ 0.7 ▲ 15.3

過去５年間平均 2,188,160 34,758 ▲ 12.1 52,419 ▲ 5.4 ▲ 6.7

うち単独分 1,184,338 18,857 ▲ 2.4 29,793 ▲ 8.4 6.0
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